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I. 序
H本におけるドイツ経営学研究，とりわけニックリッシュ研究は主に東
京，神戸，大阪で活発に行われてきた1)。そのなかでも大橋昭一（大阪）の
学問的業績はハインリヒ・ニックリッシュ [HeinrichNicklisch] と密接な
関係にある。ニックリッシュ経営学は，主としてその体系的性格のゆえに，
戦前H本において積極的に研究され，日本経営学の形成に少なくない影響
1) Erich Loitlsberger/Shoichi Ohashi/Michael ThOndl, Betriebswirtschaftslehre 
und Gemeinschaftsgedanken, in: Zeitschrift ftir Betriebswirtschaft, 66.Jg.,H.5, 
1996, S.639. (梶脇裕二訳「ニックリッシュ経営学の現代的意義」大橋昭一編著・渡
辺朗監訳『ニックリッシュの経営学』同文舘， 1996年， E,178ペー ジ）
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を与えてきた。
もともとニックリッシュ理論については，第二次世界大戦後しばらくは
ナチスとの親近性などによりドイツでも取り上げられることが少なかった
が，最近，人間の自律性尊重の傾向が高まるとともに，ニックリッシュの
人間の主体に志向した考え方が改めて評価される傾向にある。例えば， ド
イツの現代の代表的経営学者ゴウグラー (EduardGaugler)は， 1999年に二
ックリッシュの経営共同体論の意義を積極的・肯定的に評価すべき旨の主
張を行っている丸
大橋のニックリッシュ研究は1960年代半ばよりはじまるが，それは日本
の高度成長が軌道に乗り国民の生活水準が向上する一方，反体制運動が世
界的に広がりそれまでの価値観が挑戦を受けはじめていた時代であった。
こうした社会経済的背景のもとに大橋がニックリッシュをはじめとする共
同体論に関心をもったことは不思議ではない。 1966年，かれは『ドイツ経
営共同体論史』をもってドイツ経営学における規範学説の流れを総括的・
系統的に論究した。その書は経営を，生きる人間の共同体とする規範学説
の歴史的発展過程を究明し，その理解と把握に努めることを狙いとしたも
ので，グーテンベルク (ErichGutenberg)の理論的影響が大であった当時
の日本において非常に有意義な研究であった。
その後大橋は著作・論文を精力的に発表し， 日本におけるドイツ経営学
研究の深化に大きく貢献してきた。最近でいえば， 1996年に『ニックリッ
シュの経営学』を公刊した際，かれはニックリッシュの現代的意義を考察
するとともに，これまで知られていなかった資料をもとに，ニックリッシ
ュの人間性や国民社会主義に対する姿勢を紹介した。
ニックリッシュは1921年から1945年までベルリン商科大学 [Handels-
2) V gl. Eduard Gaugler, Heinrich Nicklischs Konzept der Betriebsgemeinschaft, 
UniversiWt Mannheim, Nr. 9906, Mannheim 1999, SS.1-25. なおこの点について
は，以下も参照されたい。大橋昭ー／梶脇裕二「最近のドイツ経営学におけるニッ
クリッシュ」 (1), (2)『関西大学商学論集』第44巻第 1号，第 2号， 1999年
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hochschule Berlin] (1935年からベルリン経済大学 [Wirtschaftshochschule
Berlin])で経営経済[Betriebswirtschaft]を教授したが，その間学長を務め
たり (1922-26年），経営学のラジオ講座を担当したり (1928年）するなど当
時第一級の経営学者であったため，かれのもとに多くの日本人が留学して
きた。大橋はニックリッシュ（規範的ドイツ経営学）に関する前向きの議論
を通じて， 1920年代初期ベルリン商科大学で修学するためベルリンに渡っ
た日本人留学生が築いたところの伝統を受け継いできたといえよう。
本稿は，ベルリン商科大学の当時の記録をもとに，同大学で学んだ人た
ちの足跡をたどり，かれらが日本の経営学の発展にどのような貢献をした
か考察するものである。これらの人たちがベルリンはじめドイツで修得し
てきたものが，その後における日本経営学の進展のなかに脈々と継承され
ていることを改めて論究するものである。
ただし，以下で取り上げるベルリン商科大学日本人留学生は，今回発見
された同大学の当時の記録のなかで，1920年から1939年までの間において，
外国人名簿 (Auslanderliste)または学生名簿(Verzeichnis der Studierenden) 
ないしは学籍名簿(Matrike!)において名前が見出されたものに限定したも
のである。当時，ベルリン商科大学には上田貞次郎はじめ日本から研究者
でさらにいく人かの方がいわゆる留学（在外研究）されているが，そうした
方すべてを網羅したものでないことをお断りしておきたい。当時とくに研
究者では留学（在外研究）についていくつかの形や内容があり，本稿はその
すべてを網羅しているものではない。また，学生として在学された方でも，
今回発見された記録のなかに名前が見当たらない方もあると思う。以下の
本文でも重ねて断っているように，記録の保存は第二次世界大戦等のため
完全に行われてきたのでは全くない。あらかじめお断りし，失礼のあるこ
とをお許しいただきたい。
本稿は当時学生（留学生）としてベルリン商科大学に入学し修学する場
合，どのような手続きや方法がとられ， 日本人留学生の場合その内容は概
ねどのようなものであったかを紹介するところに眼目があって，日本人留
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学生について，さらには在外研究として同大学に滞在された方々について，
全体的姿を提示するものでは決してない。その意味ではあくまでも若干の
方々についての個別的なケーススタディー的なものである。
I. 1920年代初期までの日本人の留学状況
日本人学生の最初のベルリン留学は，明治以後， ドイツと日本の文化的
関係を新たに構築する必要があった時代に実現した。ベルリン商科大学の
創設から1920年までの間，この大学に在籍した日本人留学生は，今回調査
した記録のなかでは見当たらなかった。その記録とは， 1906~07年の冬学
期から1920年の夏学期（も含めて）までの商科大学の統計資料である 3)。そ
れに対して，王立フリードリヒ・ヴィルヘルム大学 [KoniglicheFriedrich-
Wilhelms-Universitat]では， 1870年からすでに日本人留学生が学籍登録を
していた。1870年から1914年の間に678人もの日本人がヴィルヘルム大学に
入学することが許可された。しかし，こうした学生たちのうち比較的にわ
ずかな人たちが国民経済学 (31人），財政学 (17人），農業論 (1人）といっ
た経済専攻諸分野に籍をおいたにすぎない4)0
3) Korporation der Kaufmannschaft von Berlin, Handels-Hochschule Berlin. 
Amtliches V erzeichnis des Personals und der Studierenden, Wintersemester 
1919/20, S.60f.-Tabelle 5 Staatsangehllrigkeit der Studierenden, b) Ausliinder 
vom Wintersemester 1906/07 bis zum Wintersemester 1919/20. 1920年の夏学期
については以下を参照。 Handelskammerzu Berlin, Handels-Hochschule Berlin. 
Bericht iber die Rektorats-Periode Oktober 1918/ 1920. Erstattet von dem 
Rektor der Handels-Hochschule Prof. Friedrich Leitner, Berlin und Leipzig 
1921, S.15. 後年の多くの（すぺてというわけではない）商科大学の公式の「学生名
簿」は1906-07年の冬学期に1人の日本人留学生がいたことを示している。ここに
はもしかすると，統計上の誤りがあるかもしれない。
4) Rudolf Hartmann, Japanische Studenten an der Berliner Universitiit 1870-
1914, Berlin 1997 (Mori-Ogai-Gedenkstiitte der Humboldt-Universitiit zu 
Berlin, Kleine Reihe, 1), S.75. 
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第一次世界大戦の間， ドイツと日本の文化的親交は途絶えた。この影響
はベルリン商科大学にも及んだ。 1914年 9月9日，プロイセン商工大臣
[PreuBischer Minister ftir Handel und Gewerbe]のジドウ [Reinholdvon 
Sydow戸はケルンとベルリンの商科大学，ならびにプロイセンのケーニヒ
スベルク商業高等教育課程管理局 [Kuratoriumder Handelshochschulkurse 
in Konigsberg in PreuBen]に省令を出し， ドイツと交戦状態にある国々か
らの留学生受入れを禁じ，敵国出身の大学職員たちの解雁を命じた。「ロシ
ア，セルビア，フランス，イギリス，ベルギー，モンテネグロ，日本の学
生たちは，直近の冬半期から当面入学することを禁ずる。戦争中敵対する
側に立つような国々の外国人たちについては，かれらを除籍すること。わ
が国あるいは同盟国と交戦状態にある国々に属する職員（助手など）たちに
ついては，かれらを即刻解雁すること 6)」。ドイツに在留していた日本人た
ちは，通常の場合警察に出頭させられ，抑留されたかあるいは中立国に出
国させられた冗
1920年に一総勢123人の外国人志願者のうちー 1人の H本人学生が
1920-21年の冬学期において商科大学へ出願を行った。かれの名はムカ
イ・シカマツ［向井鹿松］であった。かれは， 1920年11月16B付プロイセン
商工省の通知書によって，研究生 [Hospitant]かもしくは聴講生 [Harer]
として入学することが許可された。ムカイが2つのカテゴリー［研究生ある
いは聴講生］のうちのどれとして最終的に扱われたかは，この通知書のなか
5)ラインホルト・フォン・ジドウ [Reinholdvon Sydow, 1851-1943]. 1908-18年
までプロイセン商工大臣を務める。
6) Humboldt-Universitat zu Berlin, Universitatsarchiv, Bestand Wirtschafts-
hochschule Berlin, Aktennummer 403 (Akten betreffend Aufnahmebedingungen 
ftir Auslander). 
7) Michael Rauck, Japanese in the German Language and Cultural Area, 1865 
-1914: A General Survey, With a Foreword by Osamu Yanagisawa, Tokyo 1994 
(Tokyo Metropolitan University. Economic Society Research Series No.2), pp. 
20-24. 
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では確認されなかった丸「研究生」は，入学諸条件をたしかに満たしてい
るものの，「個人的諸事情によって正規学生 [Studierende]としては学籍登
録できない」人たちなどのためのものである9)。「聴講生」には，正規学生
として入学するのに必要な予備教育を身につけていない人たちなどが含ま
れる。
II. ベルリン商科大学外国人学籍登録規程
1920年代の初めにベルリン商科大学での修学に関心をもった日本人たち
は，ベルリン商業会議所 [HandelskammerBerlin]によって作成された，
商科大学における『正規学生，研究生，聴講生に関する規則およびその他
の規程』という小冊子のなかにある諸条項を満たさなければならなかった。
「外国人留学生の入学許可に関する規程」は次のように定めている。
「外国人の商科大学入学はプロイセン商工大臣の許可がある場合にのみ
認められる。
外国に住所をおく申請者は，すべての必要書類を添えて，入学願書をで
きる限り早く居住国の在外ドイツ公館に提出すること。いずれの場合につ
いても，願書等が商工省に送達される時間を考えて，夏学期の出願の場合
は遅くとも 5月1日まで，冬学期の出願の場合は遅くとも 9月1日までを
原則とする。
ドイツ国にすでに在住する外国人の場合には，出願書類を夏学期の場合
8) Humboldt-Universitat zu Berlin, Universitatsarchiv, Bestand Wirtschafts・
hochschule Berlin, Aktennummer 403 (Akten betreffend Aufnahmebedingungen 
filr Auslander), Verzeichnis der Aufnahmegesuche von Auslandern filr das 
Winter-Semester 1920/21, die dem Ministerium filr Handel und Gewerbe zur 
Entscheidung vorgelegt wurden. 
9) Handelskammer zu Berlin, Handels-Hochschule Berlin. Ordnungen und 
sons栂eBestimmungen filr Studierende, Hospitanten und Horer, Berlin und 
Leipzig 1921, S.6. 
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は遅くとも 5月20日まで，冬学期の場合は遅くとも 9月20日までに商科大
学に提出すること。
リトアニア人は，いずれの場合についても，まず， 自国政府に出願書類
を提出すること。そこからリトアニアの在外ドイツ公館へ転送されるもの
とする。
出願にあたっては以下の書類を添付すること。
1. 出願者の出身国において大学入学資格が認められる卒業証明書。証明
する適切な記載が証明書自体にない場合には，この入学資格を証する文
書をさらに添付すること。
2. 実業活動に従事していた場合には，それに関する証明書。
3. 過去に大学を卒業したことのある場合には，その大学の卒業証明書。
4. 出願者が， ドイツ語で授業の行われる学校に通学していなかった場合
には， ドイツ語能力が十分であることを証するもの。その能力水準に関
しては一できる限りドイツ語の専門家的立場にあるものから一交付され
た文書を提出すること。
5. 自筆の履歴書。軍務歴のある者の場合にはその兵役の種類と期間も明
記すること。
6. (生活費用を含めて）修学に必要な資金を有することを証するもの。
すべての証明書は原本のものであること。外国語の場合には，公的に認
証されたドイツ語訳文のものであること。
出願用紙は商科大学事務局（ベルリンC2シュパンダウアー通り 1)で受け
取ること。
公的証明書によってドイツ語圏のオーストリア共和国の国民であること
が証明されるドイツ語圏のオーストリア人については，商工省の許可は必
要がない。その授業料についてもドイツ本国人と同額とする10)」。
10) Handelskammer zu Berlin, Handels-Hochschule Berlin. Ordnungen und 
sonstige Bestimmungen fir Studierende, Hospitanten und Borer, Berlin und 
Leipzig 1921, S.9f. 
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自国民およぴ外国人の出願は商科大学の入学委員会 [Aufnahrne-Aus・
schuB]で受理された。 1920-21年の冬学期には，次の人たちが入学委員会
のメンバーであった。フリードリヒ・マーテンズ [FriedrichMartens]教授
（商科大学学長），マックス・アプト [MaxApt]教授（大学事務局長），ポー
ル・エルツバッヒャー [PaulEltzbacher J教授（法学演習），フリードリヒ・
ライトナー[FriedrichLeitner]教授（副学長），ゲオルク・ヴェーゲナー[Georg
Wegener]教授（地理学）。入学委員会は，申請者がアビトゥーア [Abitur]
ないしはそれと同等の学校卒業証明書を有しているかを審査するものであ
った。また，教職第二次試験に合格した教師は大学卒業生として入学する
ことができた。そしてさらに入学委員会は，規定されている「諸条件を満
たしていないものについて，委員会の判断によって十分な予備教育を身に
つけていると認められうるものたちには，商科大学へ入学することを許可
する権限」を有していた11)。外国人の場合には，入学委員会は入学許可に関
してプロイセン商工大臣に推廊を行うもので，大臣が決定を下した。
IV. 1920年代初期のベルリン商科大学における
H本人留学生の状況
ベルリンに渡った日本人留学生には，一般の学生だけではなく，日本で
すでに地位を確立した助教授や教授たちが交じっていた。かれらはみずか
らの知識を広げ，深めるためにベルリン商科大学に留学してきたのであっ
た。だが， 日本人留学生がわずかしかいなかったのは明らかである。とい
うのは，ベルリン商科大学に入学する不可欠の条件として， ドイツ語が堪
能であること，また生活費用や授業料を支弁する財政手段を有しているこ
とが必要であったためである。
ムカイの後， 1921年の夏学期においてオチアイ・タケオが商科大学への
1) ebd., S.5. 
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出願をした。オチアイは「ドイツ語能力が十分であることを証するもの12)」
を提出するという条件で正規学生として入学が許可されている。オチアイ
は単に研究生あるいは聴講生としてではなく，正規学生として入学が許可
された最初のH本人であったであろう。商科大学の「外国人名簿」にはオ
チアイについて次のような記録が残っている。
番号： 10 姓：オチアイ 名：クケオ 国籍：日本
・予備教育歴 •修学歴 ・商科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書，証明書 （在学した大学名，在 の適否
交付の機関名と日 学期間．正規学生と ・入学許可推薦の
生年月日 付） 聴購生の区別） 有無
1892年6月17日 ・職歴
中学校卒 適・有
第一高等学校卒 （無記入） （無記入）
(1916年，東京）
1921-22年の冬学期には日本人学生のイシワラ・フサオ［石原房雄］とヤ
ギ・スケイチ［八木助市］の願書が処理され，出願者たちの入学が許可され
f~13) 
~0 
番号： 23 姓：イシワラ
名：フサオ
国籍：日本
［石原］ ［房雄］
・予備教育歴 •修学歴 ・商科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書．証明書 （在学した大学名，在 の適否
交付の機関名と日 学期間．正規学生と ・入学許可推薦の
生年月日 付） 聴講生の区別） 有無
1884年3月30日 ・職歴
中等教育機関卒 東京帝国大学卒 適・有
(1904年，岡山） (1912年．正規学生） （無記入）
同大学講師
(1915年）
12) Humboldt-Universitat zu Berlin, Universitatsarchiv, Bestand Wirtschafts-
hochschule Berlin, Aktennummer 404 (Auslanderlisten (Zulassungsantrage) 
1921-1922), Entscheidung des Ministers. 
13) ebd. 
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番号： 24 
姓：ヤギ 名：スケイチ
国籍：日本［八木］ ［助市］
・予備教育歴 • 修学歴 ・商科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書，証明書 （在学した大学名，在 の適否
交付の機関名と日 学期間，正規学生と ・入学許可推薦の
付） 聴講生の区別） 有無
生年月日
・職歴
1893年6月24日 広島商業学校卒 東京高等商業学校 適・有
(1911年3月31日， 専攻部卒 （無記入）
広島） (1917年3月，正規学
生，商学士取得）
神戸高等商業学校
教授（約3年）
ベルリン大学
研究生14) (1学期間）
1922年の夏学期には，適性テストを実施するという条件でミウラ・ヤヘ
イ［三浦禰平］の出願が承認された15)。
番号： 9 
姓：ミウラ 名：ヤヘイ
国籍：日本［三浦］ ［禰平］
・予備教育歴 •修学歴 ・商科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書，証明書 （在学した大学名．在 の適否
交付の機関名と H 学期間，正規学生と ・入学許可推薦の
生年月日 付） 聴講生の区別） 有無
1891年4月2日 ・職歴
中等教育機関卒 早稲田大学 適・有
(1913年3月，臼石中 (1917-1919年，正規 （無記入）
学校） 学生）
14)ルドルフ・ハルトマン [RudolfHartmann]は，その受講生名簿にヤギ・スケイ
チを挙げていない。なぜなら， 1908年 7月19日から第一次性界大戦までの学籍名簿
が消失してしまったからである (wieAnmerkung 4, S.85.)。
15) Humboldt-Universitat zu Berlin, Universitatsarchiv, Bestand Wirtschafts-
hochschule Berlin, Aktennummer 404 (Auslanderlisten (Zulassungsantrage) 
1921-1922). 
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1922-23年の冬学期にはヒライ・ヤスタロウ［平井泰太郎］がベルリン商
科大学に出願し承認された16)。商科大学の「外国人名簿」には，ヒライにつ
いて次のような記録がある。
番号： 29 姓：ヒライ
名：ャスクロウ
国籍：日本
［平井］ ［泰太郎］
・予備教育歴 •修学歴 ・商科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書，証明書 （在学した大学名．在 の適否
交付の機関名と日 学期間，正規学生と ・入学許可推薦の
付） 聴購生の区別） 有無
生年月日 ・職歴
1896年10月15日 中学校卒 東京高等商業学校 適・有
(1914年，神戸） 専攻部 （特記事項
神戸高等商業学校 (1918-1920年．正規 なし［テン
(1914-1918年，正規 学生） ヅル］）
学生） 神戸高等商業学校
講師
ベルリン商科大学の1923年の夏学期には，日本人学生による出願はなか
ったが， 1923~24年の冬学期においてマスチ・ヨウジロウ［増地庸治郎］が
入学を許可された17)。
16) Humboldt-Universitlit zu Berlin, Universitlitsarchiv, Bestand Wirtschafts-
hochschule Berlin, Aktennummer 404 (Ausllinderlisten (Zulassungsantrlige)1921 
-1922). 
17) Schreiben des Ministers fur Handel und Gewerbe an den Herrn Rektor der 
Handelshochschule in Berlin vom 19. September 1923, in: Humboldt-Universitlit 
zu Berlin, Universitlitsarchiv, Bestand Wirtschaftshochschule Berlin, Akten-
nummer 405 (Obersichten Uber die von Ausllindem eingereichten Zulassungs-
antrlige 1923-1925). 
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番号： 8 
姓：マスチ 名：ョウジロウ
国籍：日本
［増地］ ［庸治郎］
・予備教育歴 •修学歴 ・商科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書，証明書 （在学した大学名，在 の適否
交付の機関名と H 学期間．正規学生と ・入学許可推薦の
付） 聴講生の区別） 有無生年月日 ・職歴
1896年 1月5B 
中等教育機関卒 東京高等商業学校 適・有
(1913年，京都） 専攻部 （無記入）
(1913-1919年，正規学
生，商学士取得）
東京商科大学助手
1924年の夏学期にはアマノ・タケオ［天野健雄］とナカニシ・トラオ［中
西寅雄］がベルリン商科大学に出願し，両者とも入学が許可された18)0
番号： 15 
姓：アマノ 名：タケオ
国籍：日本
［天野］ ［健雄］
・予備教育歴 • 修学歴 ・商科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書．証明書 （在学した大学名．在 の適否
交付の機関名と日 学期間，正規学生と ・入学許可推薦の
生年月日
付） 聴講生の区別） 有無
1897年8月4日
・職歴
中等教育機関卒 東京帝国大学 適・有
(1916年．広島） (1919-1922年，正規 （ここでは
第一高等学校 学生） 無記入）
(1916-1919年）
東京商工会議所職員
18) Schreiben des Ministers filr Handel und Gewerbe an den Herrn Rektor der 
Handelshochschule in Berlin vom 19. Mai 1924, in: Humboldt-Universitat zu 
Berlin, Universitatsarchiv, Bestand Wirtschaftshochschule Berlin, Aktennum-
mer 405 (Ubersichten Uber die von Auslandern eingereichten Zulassungsantrage 
1923-1925). 
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番号： 16 
姓：ナカニシ 名：トラオ
国籍： H本
［中西］ ［寅雄］
・予備教育歴 • 修学歴 ・面科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書．証明書 （在学した大学名，在 の適否
交付の機関名と日 学期間，正規学生と ・入学許可推薦の
付） 聴講生の区別） 有無
生年月日 ・職歴
1896年3月11日 中等教育機関卒 京都帝国大学 適・有
(1913年，和歌山県 (1916-1917年，正規 （無記入）
粉河） 学生）
第五高等学校 東京帝国大学
(1913-1916年，熊本， (1917-1920年，正規
正規学生） 学生）
1924-25年の冬学期と1925年の夏学期において， 日本人のベルリン商科
大学での出願はなかったが， 1925-26年の冬学期において 3人の日本人が
出願した。その 3人とは，アベ・トシオ，ササキ・ミチオ［佐々木道雄］，そ
して別のリストに記載されていたイグチ・マサカズ［井口正一］であった。
この 3人全員に入学が許可された19)0 
番号： 2 姓：アベ 名：トシオ 国籍： H本
・予備教育歴 • 修学歴 ・商科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書，証明書 （在学した大学名．在 の適否
交付の機関名と H 学期間．正規学生と ・入学許可推薦の
付） 聴講生の区別） 有無生年月 H ・職歴
1891年11月16日
高等学校（中等教育 東京帝国大学 適・有
機関）卒 (1917-1920年，正規 （無記入）
(1916年7月） 学生）
実業活動 経済学士取得
(4年間） (1920年7月）
19) アベとササキは1925年10月24日付商科大学学長宛の商工大臣の書簡により入学し
た。イグチの入学許可の日付は1925年11月14日となっている (Humboldt-Univer-
sitat zu Berlin, Universitatsarchiv, Bestand Wirtschaftshochschule Berlin, 
Aktennummer 405)。
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番号： 3 
姓：ササキ 名：ミチオ
国籍：日本
［佐々 木］ ［道雄］
・予備教育歴 •修学歴 ・商科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書．証明書 （在学した大学名．在 の適否
交付の機関名と H 学期間，正規学生と ・入学許可推薦の
付） 聴講生の区別） 有無
生年月日 ・職歴
1896年 4月16日 第三高等学校（中等 東京帝国大学 適・有
教育機関）卒 (1917-1920年，正規 （無記入）
(1917年7月，京都） 学生）
経済学士取得
(1920年7月）
東京帝国大学助教授
(1923年から。それ以
前は助手）
番号： 8 
姓：イグチ 名：マサカズ
国籍：日本
［井口］ ［正一］
・予備教育歴 •修学歴 ・商科大学入学条件 ・大臣決定
（卒業証明書，証明書 （在学した大学名，在 の適否
交付の機関名と日 学期間，正規学生と ・入学許可推薦の
付） 聴講生の区別） 有無
生年月日 ・職歴
1888年 3月1B 中学校卒 日本大学卒 適・有
（奈良） （中等教育上級段階の （無記入）
実業活動 私立大学，東京）
(11年間） 日本大学専門部
法律科卒
(1918年，東京）
V. ベルリン商科大学におけるその他のH本人留学生
1925~26年の冬学期の後，商科大学における日本人の数は明らかに減少
した。しかし，個々の日本人留学生は繰り返しベルリン商科大学，もしく
はベルリン経済大学を訪れた。今回調査した記録のなかで日本人の最後の
登録は1939年5月10日であった。ペルリン商科大学で博士号を取得した日
本人留学生はなかった20)。察するに，日本人留学生は，博士号を取得するの
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に十分な研究期間を商科大学ですごすことができなかったのである。
商科大学の (1937年までの）公式の学生名簿によると（無条件に信頼できな
いが21)), 次の諸学期において， H本人が1人ずつ入学手続きをしている。
1926年の夏学期から1927年の夏学期， 1932~33年の冬学期， 1933年の夏学
期， 1934年の夏学期， 1934~35年の冬学期から1935~36年の冬学期，
1936~37年の冬学期， 1937年の夏学期。 1928年10月から1945年4月までの
ベルリン商科大学の学籍名簿には 5人のものが日本人留学生として記載さ
れているが，それは次のものたちである。ベク・ナムゲネ[NamgenePaeck], 
オキ・タケオ， ミン・ピョンオク [Pyong-okMin], クスミ・カズマサ，そ
して1939年の夏学期に登録していたサトウ・ユタカである22)0
番号： 205 登録B
1932年11月22日
生年月日 出身地
1908年3月7日 ソウル
登録日
番号： 232 I 1934年6月22日
1934年6月21日
生年月日 1 出身地
1905年1月19日 広島
姓：ペク
国籍
日本
姓：オキ
国籍
日本
名：ナムゲネ
名：クケオ
20) Vgl. Promotionsbuch der Handels-Hochschule Berlin, in: Humboldt-Univer-
sitat zu Berlin, Universitatsarchiv. 
21) V gl. Arunerkung 3. 
22) Matrikel der Handels-Hochschule Berlin, 2 Bande (25. September 1928-18. 
Juni 1942 und 30. Januar 1943-12. April 1945), Matrikel XVI, Nr. 205 (Namgene 
Paeck), Matrikel XVIII, Nr. 232 (Takeo Oki), Matrikel XX, Nr. 485 (Kazumasa 
Kusumi), Matrikel XIX, Nr. 34 (Pyong-ok Min) und Matrikel XXI, Nr. 1489 
(Yutaka Sato), in: Humboldt-Universitat zu Berlin, Universitatsarchiv. 
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I 番号： 34 
生年月日 1 
1916年7月208
番号： 485 
生年月日
1901年6月26B
番号： 1489 
生年月日
1915年9月12日
第 45 巻
登録日
1935年4月188
出身地
ソウル
登録日
1936年12月5日
出身地
岡山
登録日
1939年5月10日
出身地
東京
第 2 号
姓：ミン
国籍
日本
姓：クスミ
国籍
日本
姓：サトウ
国籍
日本
I 名：ピョンオク
名：カズマサ
名：ユクカ
ミン・ピョンオクとサトウ・ユタカについては個人経歴も残っている。
ミン・ピョンオクは1934年 3月ベルリンに渡り，まず「ベルリン大学外国
人ドイツ語センター」 [DeutschesInstitut filr Auslander an der Universitat 
Berlin]のドイツ語コースを履修した。そのあとかれはベルリン経済大学に
2学期間在学した (1935年の夏学期と1935-36年の冬学期）。
サトウの個人経歴からは，かれも同様に，夏学期にベルリン経済大学に
在学する以前に，ベルリン大学外国人センターのドイツ語コースに通学し
ていたことが分かる。 1939年9月20日の卒業まで，かれおよび他の学生た
ちは，ホルスト・イェヒト [HorstJecht]教授の「国民経済学」 [Volkswirt-
schaftslehre]の講義を履修し，コンラート・メレロヴィッツ[KonradMellero-
wicz]教授の「経営経済」 [Betriebswirtschaft]やニックリッシュ教授の「計
算と価格政策」 [Kalkulationund Preispolitik]の演習に参加した。さらに
サトウは，商品学，ビスマルク[Otto Bismarck]から現代に至るまでのド
イツ史，経済の地理的基礎，産業政策[Gewerbepolitik], 保険経済，経済史，
対外経済関係等に関して履修している。 H本人留学生たちはベルリン商科
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大学で短期間しか修学できなかったことから，かれらは実際のところ細か
い専門的研究に主眼があったのではなく，すでに広範に展開されていた商
科大学のカリキュラムについて勉学していったものと推測される。
ベルリン商科大学もしくはベルリン経済大学における日本人留学生とし
て氏名等が今回確認できたのは17名であった。 1926年の夏学期から1927年
の夏学期まで在学した日本人留学生は氏名を確認できなかった。ただし，
ある 1人の留学生が3学期間続けて商科大学に在学したということかもわ
からない。ベルリン商科大学へのH本人の留学は1920年代初期から中期に
かけて項点を迎えた。留学生は今回の調査では12名を数えた。
VI. 日本人留学生の経営学説
以上のベルリン商科大学における日本人留学生のうち，その後における
日本の経営学の形成に果たした役割からいって，平井泰太郎，増地庸治郎，
中西寅雄の 3名が注目される。かれらのその後における経営学研究の状況
を簡見しておきたい。
平井泰太郎は1921年イギリス，アメリカ， ドイツ，イタリアに留学し，
1925年日本に帰国した。それ以前すでに神戸高等商業学校の講師であり，
ドイツ留学中の1923年に教授となったが，ニックリッシュと個人的にも親
しくし，ドイツ経営学と日本経営学の交流に尽力した23)。かれはドイツ語で
著作を出版し， ドイツの専門家たちに日本経営学を認識させた24)。平井は
1932年『経営学入門』を上梓し，経営学の対象を消費経済を含めた個別経
済一般と定めることで，流通過程，総合経済，社会経済の領域にまで拡大
23)平井の経歴および業績は，神戸大学経営学研究室編『平井泰太郎経営学論集』千
倉書房， 1972年に詳しい。
24) Paul Deutsch und Yasutaro Hirai (Hrsg.), Neues betriebswirtschaftliches 
Quellenbuch. Eine Allgemeine Betriebswirtschaftslehre in Einzeldarstellungen, 
Leipzig 1938 (mit einem Beitrag von Hirai Uber ,Die Betriebswirtschaftslehre 
in Japan und ihre Beziehungen zu Deutschland"), SS.38-45. 
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を図って，独自の経営学を打ち出そうとした。かれは，個別経済を総合経
済の一機関，部分として扱うのではなく，個別経済が主体性をもち，意思
をもち，計画をもつところの合目的性，合計画性，継続的統一性，合計算
性を備えるものであると認識し，これを全体的に理解するのが経営学の任
務であると規定した。平井学説の特徴は，一言でいえば，この部分を全体
として考察する立場にある。このように平井はドイツ経営学の成果を吸収
して，遠大な構想に基づく主張を展開した。
ところで， 日本の大学において最初に経営学部が設置されたのは神戸大
学であった。この経営学部の誕生は体系的な経営学の研究と教育の実施を
日本で初めて可能にしたが，この開設に多大な貢献をなしたのが乎井その
人であった。その意味において日本における経営学の研究と教育の制度的
確立に平井が果たした役割は非常に大きい25)。
増地庸治郎は，平井と同様，ニックリッシュに師事し，帰国後，東京商
科大学付属専門部教授，東京商科大学助教授を務め， 1936年に東京商科大
学教授になった。増地は1926年『経営経済学序論』を著わし， ドイツ留学
の成果を世に問うた。そしてそれに続く一連の研究活動においてかれは，
経営経済学の対象が生産経済であり，しかもそれが営利経済だけではなく，
おおよそ経済性を目標にする個別経済一般であると定め，経営経済学が経
済性の視点から生産経済における因果関係を解明する独立の学問であるこ
とを主張した。増地の研究は，経営経済学の基礎理論，企業論•株式会社
論，財務論，賃金論，工業経営論，商業経営論の領域におよび， 日本経営
学の創成期に幅広い分野で活躍した。
平井と増地とは，この学問の基本構想では必ずしも軌を一にしなかった
が， どちらかといえばともにドイツ経営学（とくにニックリッシュ経営学）に
立脚した立場を堅持していた26)0
25)神戸大学経営学部の開設に際する平井の努力は以下を参照されたい。山本安次郎
『日本経営学五十年一回顧と展望ー』東洋経済新報社， 1977年， 89-99ページ
26)同上書， 149ページ
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中西寅雄は前二者と対照的である。かれは1923年東京帝国大学助教授と
してイギリス ドイツ，アメリカに留学し， 1926年の帰国後教授となった。
その後1931年に『経営経済学』を著わした27)0
中西は，直接的にはリーガー (WilhelmRieger)の説に依拠しながら従来
の正統派経営学のパラダイムを批判して，営利経済としての個別資本の運
動を対象とする経営経済学（個別資本学説）は，社会総資本の運動を対象と
する理論（的社会）経済学の一分科に過ぎないと，経営経済学の自立性を否
定することで日本の経営学に独自の方向性を与えた。
中西にとって経営経済学とは，なにより因果法則発見的な理論科学であ
らねばならず， しかも実在する事実の認識に関する経験科学であり，経営
の合目的的構成および運営の手段系列を探究する技術論と区別されるもの
であった。しかし中西は後年，個別資本の運動を具体的に把握するために
は企業の原価計算，損益計算などの計算技術の基礎理論の解明と精緻化が
不可欠である，との認識にいたり，技術論を志向する姿勢に転換した28)。中
西はこうしたことから日本の企業における計算技術の理論と実践の普及に
努め，官庁や民間諸団体の要職に就きその発展に尽力した。
以上のように，平井，増地，中西はドイツをはじめとする諸外国で学ん
だ留学体験をもとに各々の学説を築き上げた。しかもそれだけではなく，
経営学諸研究の一層の深化と経営学教育の推進のために， 1926年一致協力
して日本経営学会を創設し， 日本の経営学を本格的に発展させる契機を与
えた。こうした活躍を考えると，かれらは日本経営学の源流を形成した人
たちであったといえるであろう。
27)中西の経歴および業績は，黒澤清／柳川昇編『原価及び原価管理の理論』森山書
店， 1959年で紹介されている。
28)三戸公「中西寅雄一個別資本説の創始と経営技術学」古林喜楽編『日本経営学史
一人と学説ー』第 1巻，千倉書房， 1977年， 88-90ページに中西の転換の経緯が述ペ
られている。
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VI. 日本人留学生と日本経営学の進展
ー結びにかえて一
本節では最後に，日本経営学の進展を振り返って， H本での経営学普及
における留学生たちの貢献を改めて確認するとともに，とくに現代の日本
経営学にかれらの理想がどのような形で受け継がれているか明らかにした
し、
日゜本経営学の本格的展開の前には当然その先行過程が存在した。それは，
企業経営に関する理論として商業学が形成された明治中期にまで遡る。明
治時代の中期は日本の産業資本が確立しはじめたころで，それにともなっ
た商業資本の新たな活動がみられた時期であった。それゆえこれまでの商
人学や商取引学とは違った，新たな商業資本の構造と活動を学問的に解明
する商業学が要請された。それと同時に，この商業学の直接的実現の場と
して商業に関する高等教育機関が用意された。周知のとおり，高等商業学
校が1887年東京に設立され，それから1902年に神戸高等商業学校が， 1904
年に大阪高等商業学校が設立された。
明治末期になると， 日本の資本主義経済は産業資本のウェートを一層増
大させ，独占的大規模企業体制を確立させていった。このことから商業学
の学問的整備が焦眉の課題となり，それは商業学の限界を克服する経営学
への転化という形に帰着した。なぜなら，商業という特定の領域を対象と
した商業学は，工業企業や工業経営の重要性が強調される産業社会の到来
の前に理論的に十分対応できるものとならなかったからである。そうした
事情から，商業学科学化は，商業に特定しない工業を含めたあらゆる企業
の問題を広く取り扱う経営学への脱皮が要請されたのである。この商業学
から経営学への転化に先鞭をつけたのが，上田貞次郎の商事経営学であっ
た。
上田は， 1905年から1909年の間東京高等商業学校教授としてイギリス，
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ドイツに留学した。留学中はアシュレー (WilliamJ. Ashley), シェーア
(Johann F. Schar)等のもとで勉学し，かれらの薫陶を受けた。帰国後，
かれは数多くの著作を出版して商工業の経営に関する研究を進めたり，「商
工経営」の講座を東京高等商業学校に新たに開設したりするなど，自ら構
想していた商事経営学の確立と高等商業教育の整備に努めた29)0 
上田は商業学の批判をとおして，工業・商業を含めた営利事業を展開す
る企業を対象とした企業経営学としての商事経営学をすでに留学前から着
想していた。かれは，広義の経済学のなかに含まれる国民経済学と対等の
地位にある個体経済学（経済単位の研究）のうち，企業を対象とする学問を
商事経営学と位置づけることで，商事経営学が企業家の立場から私経済の
利害を基準として商工業の経営方法を論ずるものでなければならず，その
内容として商業的問題と工業的問題，さらに財務的問題が設定されるもの
とした。このように商事経営学の必要性をだれよりも先駆けて主張し，そ
の内容を検討するなかで商事経営学を取り巻く学科編成をも提示して日本
の経営学教育の道を切り開いた点に，上田が日本経営学の創始者と呼ばれ
る所以がある。しかしそうした努力にもかかわらず，商事経営学の理論内
容の展開はついに上田の存命中成し遂げられず，その課題は上田門下の平
井と増地に託された。
ようやく胎動しはじめた日本における経営学の形成を 1つの学問（独立
科学）として確立するには，学問論的論究を深化させると同時に，具体的内
容の研究が不可欠の要件であった。このような経営学の学問的方法論的基
礎づけと理論内容充実化という課題を前に，海外の留学を終えて帰国した
ばかりの平井，増地，中西は経営学の共同機関を設置し，そこにおける活
動を通じて経営学教育の必要性や経営学の自立性を根拠づけようとした。
29)上田の生涯の事跡に関する記録として，かれの長男がしたためた，上田正一『上
田貞次郎伝』泰文館， 1980年がある。なおこの伝記の基礎となったのが，上田貞次
郎「上田貞次郎日記』第 1巻青年編， 1965年，第I巻壮年編， 1964年，第I巻晩年
編， 1963年，慶応通信である。
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かれらの努力は日本経営学会の創設に結実し，これをもって日本経営学の
発展の礎が築かれた。
それ以降，学問的方法論的基礎づけにおいては，経営学という学問の自
立性，独自性はなにかということが問われたため， ドイツ経営学の受容，
あるいはその批判をとおして日本の経営学を基礎づけることが課題とされ
た一方，理論内容の充実化においては株式会社論，科学的管理法，原価計
算の研究が精力的に行われた。このようにみると，日本経営学会創設(1926
年）から第二次世界大戦 (1945年）までのH本の経営学は，一方でドイツ経
営学を中心に対象論や方法論などの基礎研究が盛んに行われ，他方でアメ
リカ経営学の実践的研究を通じて理論内容の整備がなされたといえる。
もうひとつこの時期に看過されてはならないのが，大正後期から昭和初
期にかけて日本における資本主義が高度に発展するにともない，その内在
的矛盾が表出，激化し，既存の経営学の理論体系を批判する立場に立つ主
張が生まれたことである。中西の個別資本学説がそれである。中西の所説
は，学界の主流を占めることはなかったが，マルクス経済学の影響を受け
ながら経営経済学の理論体系化を図る試みは， ドイツ・アメリカにもみら
れない日本独自の学説ということができる。
第二次世界大戦直後は，大正期から断片的に導入・紹介されてきたアメ
リカ経営学の全面的開花を迎えた。それは，アメリカ経営学関係の文献の
大量流入とその無条件的・無批判的摂取，アメリカの学者や実業人との交
流，日本生産性本部によるアメリカ式マネジメントの積極的導入といった
ことに顕現している。しかし，アメリカ経営学は実践的であるが理論的体
系性を欠くといった理由から批判的検討が加えられ，その際ドイツ経営学
に再ぴ注目が集まった。ここに戦後日本においてドイツ経営学研究が復活
する契機があった。
ドイツ経営学の積極的再導入が試みられたのは1951-52年のころであ
る。とくに1956年以降は，近代経済学の手法を使って数学的考察を取り入
れたグーテンベルク理論に注目が集まった。近代経済学的手法を援用しな
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がらも経営経済学の独自性を維持し， しかも経営経済学の全領域をそのよ
うな手法で総括的・統一的に把握したかれの理論・体系は， 日本の経営学
にも大きな影響を与えた。
1959-60年にかけて日本経済の変化，そしてドイツ経営学それ自体の動
向に規定されながら， 日本のドイツ経営学研究は新たな段階に入った。そ
れは経営理論における個別問題の理論的深化の方向に進むものであった。
こうした戦後日本におけるドイツ経営学の役割を考えると，それは，アメ
リカ経営学の知識・技術を理論的に体系づけ，日本に適応した理論を構築
する際の支柱・土台であったというべきかもしれない30)0 
1960年代以降は，経営学部開設の急増にみられるような経営学の普及と
ならんで， ドイツ経営学やマルクス主義的経営学に対抗する理論を待ち望
んでいたアメリカ経営管理論者たちが，バーナード (ChesterBarnard)の
組織論を信奉し，それを基底に経営学の理論的整備を図ろうとしたことが
注目される。バーナード理論はドイツ語圏でポパー (KarlPopper)の科学
論が一世を風靡したように， 1960年代， 70年代日本の学界を席巻した。そ
のため現在においてもその理論が提起した方法論的問題には多大な関心が
寄せられている31)0
このようなアメリカ経営学研究の隆盛とドイツ経営学研究の復興・発展
が進む一方で，個別資本学説・批判経営学がアメリカ経営学に対抗する潮
流として復活したり，社会主義企業の本質，経営原則などを解明する社会
30)戦後の日本におけるドイツ経営学と日本経営学の関係を考察したものに以下があ
る。大橋昭一「戦後日本におけるドイツ経営学の理論と役割」『経済評論』増刊号，
第17巻第12号， 1968年，吉田和夫『日本の経営学』同文舘， 1992年， 96-102ページ
ならびに吉田和夫『ドイツの経営学』同文舘， 1995年， 228-240ページ
31) Shoichi Ohashi, Grundprobleme der Betriebsft,lhrung und Betriebswirtschafts-
lehre, Osaka 1999, S.114. 
32)日本経営学の祖である上田はすでに戦前から社会主義経営の問題について論じて
いた。かれ自身マルクス主義者ではなく，資本主義経営と社会主義経営の本質的区
別も完全に認識していたわけではなかったが，戦前において社会主義体制下にある
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主義経営学などが勃興した32)。もともと個別資本学説や批判経営学は方法
論的，体系的思考にすぐれており，第二次世界大戦後は急速な進展を遂げ
ている。
戦後の日本経営学は，結論的にいうと，次のような諸方向において，つ
まりアメリカ経営学の流れを汲んで経営を管理作用面でとらえようとする
経営管理論的方向，経営の組織的側面を重視した経営組織論的方向， ドイ
ツ経営学の流れを汲んで経営を経済的側面で把握しようとする経営経済学
的方向，そして日本で独自に展開した個別資本学説的方向においてそれぞ
れ発展してきたといえる。そしてそうした諸方向は，実際のところ，戦前
すでに台頭していた上田，平井，増地，中西などの所説から派生してきた
ものであったといえるかもしれない33)0 
戦後における H本経営学の方向がこのような諸系統に大別されるにもか
かわらず，各学説内部においてはなお相違対立が存在する。それを克服す
べく経営を統一的・全体的に把握しようとするアプローチがこれまで試み
られてきているが，環境の変化，新しい研究方法，科学思想の新潮流，研
究集団活動の活発化に影響を受けて経営学研究は多様化・専門化の道を進
んでいる。
ちなみに， 1985年松山で開催された日本経営学会では「現代経営学の新
動向」という統一論題のもと， ドイツ語圏とアングロアメリカ圏において
注目される経営学理論の検討を通じて現代経営学の展望を探ろうとする試
みが行われた。はじめに， ドイツ語圏における構成主義経営経済学，シス
テム志向的アプローチ，経営社会学や経営組織論が扱う労働の人間化の問
題，アングロアメリカ圏におけるバーナード理論，生産性ジレンマ問題，
企業に大きく注目していた。日本における社会主義経営学の発展は以下を参照され
たい。 Ohashi,Grundprobleme der Betriebsfiihrung und Betriebswirtsc旭ftslehre,
S.120ff. 
33)戦後における日本の経営学説分類については以下を参照されたい。山本，前掲書，
161-175ページ
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一般システム理論，ポピュレーション・エコロジー・セオリー，労働過程
論などにそれぞれ焦点をおいた諸報告がなされ，さらに批判的・マルクス
的視点から第二次世界大戦後の日本におけるアメリカ管理論の役割を再評
価する報告が発表された。討論・シンポジウムに際して，これら個別の諸
報告には様々な意見が寄せられ活発な質疑応答が交されたが，統一論題で
ある「現代経営学の新動向」そのものに関してはまとまりのある見解とい
ったものにはならなかった34)。このことはH本の経営学の状況が， 1961年に
クーンツ (HaroldD. Koontz)が「マネジメント・セオリー・ジャングル」
(the management theory jungle) と特徴づけた状況，あるいは1970年代ド
イツ経営学で一般経営学 (allgemeineBetriebswirtschaftslehre)の解体が叫
ばれたころの状況とよく似ており，統一的・総合的経営学の定立が困難な
程に分裂し，経営学の分岐化・個別化が進行していたことを物語るもので
あった35)。
ところでこうした状況のなかで最近，「再帰的近代化の経営学」というも
のが大橋によって提唱されている。大橋は，現代における生産力の発展や
経済水準の向上がさらに進展することで， 20世紀を特徴づけてきた組織の
時代が解体され，人々の組織に対する依存性・従属度が減退する，という
ラッシュ (ScottLash)等の再帰的近代化論に依拠して，経営学の分野にお
いてもこれまでの組織論的経営学を克服し，新しく発展させる必要がある
ことを力説している。その際大橋の強調するところは， 1960年代後半から
70年代を境に顕著になってきた組織離れの進行，集団の力の低下，またそ
れにともなう個人の自律（自立）心・自主性・主体性の向上を視野に入れた
理論を形成するということである。つまり，主体としての人間を価値多様
34) V gl. Ohashi, Grundprobleme der Betriebs_似hrungund Betriebswirtschaftslehre, 
S.109ff. 個別の諸報告については以下を参照されたい。日本経営学会編『現代経営学
の新動向』［経営学論集第56集］千倉書房， 1986年
35) V gl. Ohashi, Grundprobleme der Betriebsftlhrung und Betriebswirtschaftslehre, 
S.119. 
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な存在と認識し，人間性に志向した個人と組織の関係を再構築するべきで
ある，というのがかれの主張の眼目である36)。これは現代社会の特徴が規格
化・大量化から個別化・多様化・ソフト化・個性化へ急速に移行している
のを背景に，個人の自律性がますます増大し尊重される傾向を反映したも
ので，大橋が社会学における再帰的近代化論の経営学への摂取を通じて自
律的個人と社会との関係，とりわけ企業との両立・調和をいち早く問うた
点は注目に値する。
H本経営学の創成期にニックリッシュに師事した平井と増地が「人間が
経営の原動力である」ということを信念に独立科学としての経営学を確立
してきた伝統は37), 大橋の「再帰的近代化の経営学」にさらに発展させられ
た形で継承されているといえよう。
あとがき： (1)本稿中， 11-Vはテンヅルがドイツ語で執筆したものを梶脇が邦訳した。
VI-VIIは梶脇が執筆した。 Iはテンヅルが執筆したものを梶脇が邦訳する
とともに補筆した。
(2)ドイツ語の訳出にあたっては，原文で" "の所は「 」としたが，著書名
の所は『 』とした。原文で（ ）の所はそのまま（ ）とした。訳者で
補足した所や原語等は［ ］とした。本稿における留学生氏名は原則とし
てカクカナ表記にしたが，氏名が最終的に確認できた留学生については訳
者補足の形で漢字表記をした。
36)大橋の再帰的近代化論に関する主張は以下を参照されたい。大橋昭一「21世紀の
大学・企業・社会を展望して」大橋昭一編『21世紀の大学・企業・社会』関西大学
出版部， 1998年，大橋昭一「現代社会における組織のカー「再帰的近代化の経営学」
への一階梯ー」『関西大学商学論集』第44巻第3号， 1999年ならびに大橋昭一「「組
織された資本主義」から「組織揺らぎの資本主義」ヘー「再帰的近代化の経営学」
への一過程ー」 (1),(2)『関西大学商学論集』第44巻第5号，1999年，第6号，2000年
37)古川栄ーは，増地がニックリッシュの経営共同体概念に立脚して経営学を独立科
学として確立しようと試み，それが1960年ごろの日本経営学の 1つの流れを形成し
たことを指摘した。以下を参照されたい。古川栄一「日本の経営学説」古川栄一／
高宮晋編『現代の経営学説』有斐閣， 1959年， 302-308ページ
